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避難のための判断と行動を支援

　災害時、市町村や住民は、これまで
に経験したことのないような状況に直
面し、どのように対応するかという判
断を行わなければならなくなる局面が
発生します。しかしながら、様々な案
件、各方面への連絡・調整に追われ、
人手と時間がなく、情報の見落とし等
が発生する場合や、経験やノウハウが
不足している場合など、タイムリーに
合理的に判断、指示、実行するのが困
難な場合が多々あります。
　防災科研では、SIP第2期の課題「国
家レジリエンス（防災・減災）の強化」
の研究開発項目の1つである「Ⅶ．市
町村災害対応統合システム開発」に参

加し、九州大学を代表研究開発機関と
して、特に風水害時の避難に関わる判
断を取り上げ、判断を支援し、避難を
確実にする仕組みの研究開発を始めま
した。2015年関東・東北豪雨、2016
年北海道・東北豪雨、2017年九州北
部豪雨、2018年西日本豪雨と、毎年
深刻な水害が発生しています。風水害
は降雨、河川への流出、斜面崩壊、氾濫、
浸水と時系列に発生していく災害で、
被害を起こす事象の発生までのリード
タイムで適切に判断し、避難を完了す
ることが重要です。しかしながら、限
られた人員、対応経験、時間の中で、
爆発的に増加する気象情報・警報・雨
量・水位観測情報の把握、関係機関等
への対応に追われ、また、合理的に判

断を行うための仕組みもされていない
のが現状です。
　この取り組みでは、AI（人工知能）
やIoT等の情報技術と防災科学をつな
ぎ、膨大な情報から判断を行うための
支援システムや仕組みを市町村災害対
応統合システムとして開発し、避難判
断に必要な「情報の欠落ゼロ」、避難
勧告等の発令の「出し遅れゼロ」、発
令単位の小エリア化等の合理化により
住民の「逃げ遅れゼロ」、判断・対応
力向上のための職員と住民の訓練体制
の構築により「対応できないがゼロ」、
そして、これらによりリードタイムが
ある災害における「犠牲者ゼロ」を目
指します。
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緊急時における判断力・対応力の向上を目指して
避難判断・訓練支援等市町村災害対応統合システムの開発

激甚化する風水害からの犠牲者ゼロの実現を目指し、全国の市町村が避難勧告・指示等を
発令する判断を AI・IoT を駆使して支援する新技術と、新技術を用いて市町村職員および
国民が訓練し、判断・対応力を効果的に向上させる仕組みを開発する。発令タイミング・対
象地域の高精度化、適時的確な避難情報に基づく国民一人ひとりの確実な避難を実現する。
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逃げ遅れによる死者ゼロ、広域経済の早期復旧を目指して

能向上・進化させていくことも重要で
す。災害に対して情報システムと人が
どのように連携すれば、確実な被害軽
減につながるのかを研究することが必
要です。
　防災科研では、このような目的のも
とに、判断力・対応力を向上させるた
めの訓練支援技術の開発を担当しま
す。まずは、全国の過去の被災経験等
のデータと、前述の避難判断支援シス
テムで集められる今後のデータをもと
に、リアリティのある訓練を可能にす
る訓練シナリオを自動で作成する技術
を開発します。風水害の様々なシナリ
オを、全国どこでも、誰でも、自らシ
ミュレートできるようにし、時々刻々
と変化していく状況下で、いつ、どん
な判断、どんな対応をすべきかを考え
られるような訓練システムを構築しま
す。さらに、訓練結果を記録・整理し、
判断や対応のタイミング・担当・連携
などの計画を作成したり見直したりす
ることをサポートし、判断力・対応力
を継続的に向上させるPDCAサイク
ルを確立することを目指します。

していきます。
　これにより、避難勧告等の発令に必
要な状況把握のため、勘案できる情報
の種類と量を拡大し、各種情報の収集、
集約にかかる職員の手間と時間を省
き、当面の対応や判断に集中できる環
境を作ることに貢献します。また、こ
れまで自治体の経験やノウハウに任せ
られ、自治体ごとにバラバラだった各
種情報からの判断方法をAIによって
支援することで、発令タイミングと対
象地域選定を高精度化し、住民の安全
かつ確実な避難に寄与します。

判断力・対応力を向上させるため
の訓練を支援

　犠牲者ゼロを目指すためには、前述
のシステム構築のみならず、避難完了
までの一連の流れに必要な対応や判断
を、市町村職員も住民も事前に検討
し、訓練し、その結果を振り返って、
絶えず判断力・対応力を向上させてお
くことが必要不可欠です。また、緊急
時に人がどのように行動するのかとい
うデータを得て、人が行動しやすくな
るようにシステムを継続的に修正・機

避難勧告等発令判断を AI で支援

　市町村災害対応統合システムの中
心となるのは、膨大な情報を地域特
性も含めてAIを活用して処理・分析
し、避難勧告等発令判断を支援する情
報を市町村の意思決定者に提供し、適
時的確な判断を可能にするシステムで
す。このシステムは、九州大学を中心
として、河川情報センター、KDDI、
応用地質の共同で開発しています。地
域の過去の災害データ、想定データな
どの静的情報、リアルタイムな気象
データ、河川データおよびそれらの予
測データ、人や自動車のリアルタイム
データ、水防団員からのデータ等膨大
な関連データを取得し、これらのデー
タをビッグデータ分析・機械学習・深
層学習などのAI技術を活用して短時
間で分析評価します。そして、地域特
性を考慮したうえで、河川氾濫、内水
氾濫、斜面崩壊、道路冠水等の避難勧
告等発令判断の根拠となる信頼度の高
いリスク指標として250m四方の区画
単位で時々刻々と算出し、わかりやす
く市町村の意思決定者に届けるように 

図1　研究開発項目「Ⅶ．市町村災害対応統合システム開発」の概要
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